















難型｣ と ｢多様就業型｣ である｡ ｢兵庫型ワークシェアリング｣ では ｢多様就業型｣ について
さまざまなタイプのものが考えられたが､ 当時の当地の労働市場の状況を打破するために ｢緊
急避難型｣ が提案された｡ の導入により大きな効果を上げたとの評判であったオランダの
事例を参照にしてはいたが､ 労働市場の当時の状況を考えると､ 到底 ｢多様就業型｣ を前面に
議論をすることは馴染まないと判断し､ 長期的に目指そうとした｡
兵庫県では阪神・淡路大震災からの復旧・復興が未だに喫緊の課題ではあったが､ その他の















で推移してきた｡ たとえば､ 1990年代半ば以降にはワークシェアリングが衆目を集めていたが､ いつ
の間にかパート労働法の改正を経てワーク・ライフ・バランスへと移っていった｡ このワークシェア
リングとワーク・ライフ・バランス２つのキーワードは全く異なった概念であるのかどうかを検討し
てみることにした｡ すると､ ２つのキーワードには収斂していき､ 重複する部分がかなりあることが
明らかになった｡ 類似概念を別の言葉で表現することの意図を探り､ 現状よりも望ましい方向を考え
ることにした｡
の参加者が集まった｡ また､ はその後は各地域に設けられていた ｢地域労使就職支援機構｣
では中心的に取り組む課題とされていた｡
このように､ は当時大いに関心を寄せられたのであるが､ 瞬く間にあまり話題に上らな










つまり､ ｢緊急避難型｣ と ｢多様就業型｣ のである｡ 前者を短期的､ 後者を長期的なタイ
プと考えている｡ しかし､ 長時間労働とかサービス残業など労働市場の実情を眺めると､ 直ち
に ｢多様就業型｣ を強く主張することは控えられた｡ いわゆる ｢生活の質｣ の向上に向けては､
｢多様就業型｣ が是非とも求められるのではあるが､ 現況ではそれまでに実現しなければなら
ない要件が山積していると判断されたからである｡
がいわゆる ｢生活の質｣ の向上に有効な方策の一つであるとしても､ それは ｢多様就業
型｣ の実現によってもたらされると考えた｡ しかし､ 上述のように現状ではすぐさまそれが実
現されるような環境にはなく､ 当面は ｢緊急避難型｣ を推し進め ｢多様就業型｣ が導入しやす
くなるような条件整備を期待しようとした｡ 取りまとめられた提案では､ わが国における
の取り組み状況を展望し､ 長期的な取り組みに求められる要件を考察した２｡
は誰とどのような範囲の人たちと ｢ワーク｣ を ｢シェア｣ とするのかが重要なポイント
になる｡ さらに､ ｢ワーク｣ についてはその内容をどこまでにするかも重要である｡ 何を誰と



















Ｈ11.８.16 三者会議において ｢雇用創出・安定共同宣言｣ を行い ｢雇用創出・安定プラン｣ を発表
Ｈ11.12.17 三者会議において ｢兵庫型ワークシェアリングについての合意｣ を発表














(主催：オランダ総領事館､ オランダ労働組合連盟､ オランダ産業経営者連盟､ 連合兵庫､
兵庫県経営者協会､ 兵庫県)
Ｈ17.２.７ 実務者会議において企業・労働分野における少子化対策の現状と課題について意見交換




































第２部 ｢多様な働き方｣ モデル提案シンポジウム (産業労働部)
Ｈ20.４.１～
｢ひょうご仕事と生活のバランス推進事業｣ の実施
※ ｢仕事と生活のバランス｣ の推進に取り組む企業等を支援するため､ 業務改善や意識改
革等の様々な専門家を相談員として企業等に派遣




国 名 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
オ ー ス ト リ ア ○ ○ ◎ ○
ベ ル ギ ー ◎ ○ ○ ◎ ◎
デ ン マ ー ク ◎
フ ィ ン ラ ン ド ○ ◎ ◎ ◎
フ ラ ン ス ◎ ◎ ◎
ド イ ツ ◎ ◎ ○
ギ リ シ ャ ○
ア イ ル ラ ン ド ◎ ◎
イ タ リ ア ○ ○
ルクセンブルグ ○
オ ラ ン ダ ○ ○ ◎ ◎
ノ ル ウ ェ ー ○ ○
ポ ル ト ガ ル ○ ○
ス ペ イ ン ○ ○
ス ウ ェ ー デ ン ○ ○
ス イ ス ○ ○















難措置として､ 予め期間を設定して､ 従業員一人当たりの所定内労働時間を短縮し､ 社内でよ






































































注１ ここに例示した課題以外については､ ワークシェアリング・ガイドライン [８] を参照｡
２ 三井情報開発総合研究所の分類と比較｡
出典：小西 [５] より転載
る｡ そして､ ④は正社員について､ 短時間勤務を導入するなどの勤務の仕方を多様化し､ 女性
や高齢者をはじめとして､ より多くの労働者に雇用機会を与えるものである｡








④はオランダ・モデルとして有名なものであるが､ いわゆる狭義の ｢ワーク｣ を超えて､ 生
活時間全体の時間をいかにシェアするかといった問題意識から考えられている｡ 短時間勤務な
どを導入することによって､ 女性や高齢者などより多くの労働者に雇用機会を与えるものだと


















る形で平成５年 (1993年) に制定されたわが国最初のパートタイムに関する法である ｢短時間






われている｡ しかし､ 多様就業型のについては､ 一方では生活者全体の中で労働時間､ 家
庭責任を果たす時間､ 社会活動の時間などの間で時間をどう配分するかを再検討する社会シス
テムの再構築と考えている｡ しかし､ 他方ではこれを労働市場の規制緩和を行い､ 市場原理を
貫徹するための戦略としてとらえるグループがある｡
周知のように､ が注目されるようになってきたのは､ ｢オランダの奇跡｣ とも名付けら
れたように､ 往時経済的な混迷状況にあったオランダがそれを打開するのに採用して大きな効








































用できるものになった｡ ここで､ ｢ワーク・ファミリー・バランス｣ は ｢ワーク・ライフ・バ
ランス｣ に変わることになった｡





フォード財団の研究であった｡ そこでは､ の施策そのものではなく､ が可能になる




①フレックスワーク､ ②家庭のためのサポート､ ③健康のためのサポート､ ④その他のサポー

















を有給のものに限定するのか､ ｢ライフ｣ にはなにが含まれるのか｡ また､ それらが明らかに
なったとしても ｢バランス｣ はライフ・ステージのある局面で短期的に考えるのかあるいは不














た場合に限定されている場合が多い｡ そこで ｢仕事｣ の概念を再検討する必要がある｡ ｢仕事｣

























か､ ｢世代間のワークシェアリング｣ の記述を最後には見られなくなった｡ それに代わっ
て記述が増えて行ったのが ｢パート労働法の改定｣ であり､ ファミリー・フレンドリーな企業




を主題にする多くのシンポジウムが各地で行われている｡ しかし､ そこでは ｢稼ぐ｣
ことを前提として選択肢を設定している｡ しかし､ ｢稼ぎ｣ 以外に ｢生活の質｣ を向上させる















産卵した卵を他に託する ｢托卵｣ についてはさまざまなタイプのものがあり､ 鳥に限ったこ
とではなく昆虫や魚類にも見られるようであるが､ それらの中でも典型的だと考えられている
カッコウに因んで､ このような行動は ｢カッコウ症候群｣ と命名することができよう９｡
｢労働の再定義｣ も重要な検討事項であると考えられる｡ 再定義された労働の中には､ ｢稼





多い｡ ディーセント・ワーク (以下ではという) が典型的な例であるが､ 日本語訳だと
いわれていても説明をしているに過ぎないと思われることが多い10｡ 紹介をすることが本務で
あると考えられている機関には､ 説明ではなく､ 日本語訳を考案することを期待するものであ








遷は明らかになったわけではない｡ どちらかといえば､ はツール (道具) であり､ 
はターゲット (目標) と分けて考えることができる｡ からは ｢ワーク｣ と ｢シェア｣ を目






いわざるを得ない｡ ことにを日本経団連に倣って 『働きがいのある人間らしい仕事』 と
して日本語訳であるとしているが､ これでは訳というより､ 説明であろう｡ たとえば､ 『品格















１ 内閣府政策統括官 (共生社会政策担当) 『少子化社会対策に関する先取的取組事例研究報告書』
平成18年
２ 源河真規子 『の最近の動き －の雇用政策－』 世界の労働 2008年２月
３ 神戸市 多様な働き方調査研究会 『平成20年度 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて』
平成21年
４ 国際労働機関 () 事務局 『ディーセント・ワークの達成い向けて：地球的な課題』 第89回
総会 2001
５ 小西康生 『兵庫型ワークシェアリングについて』 国民経済雑誌 	
185 	3 平成14年３月
６ 小西康生 『地方自治体の雇用政策の再吟味』 国民経済雑誌 	
190 	4 平成16年10月
７ 小西康生 『ワークシェアリング導入モデル事業 －兵庫県での取り組み－』 国民経済雑誌 	
193
	4 平成18年４月
８ 兵庫県労働問題懇話会専門委員会 『ワークシェアリングに関する専門委員会報告書』 平成11年
12月
９ 連合兵庫・兵庫県経営者協会・兵庫県 『｢仕事と生活のバランス｣ の推進』 平成21年
脚注
１ たとえば､ 小西 [５]､ [６]､ [７] を参照｡
２ 兵庫県労働問題懇話会専門委員会 [８] を参照｡
３ 兵庫県労働問題懇話会専門委員会 [８] を参照｡
４ ｢ひょうごキャリアアップ・プログラム｣ については小西 [６] を参照｡
また､ ｢チーム・ジョブ・モデル｣ は最近になって考案されたワーク・ライフ・バランスを目指した
工夫である｡ 託児施設の持続を可能とする共に､ 女性の社会復帰を促し雇用を創出する有効なモデ
ル｡ 問題発生時の対応が充分になるような仕組み､ 工夫が必要である｡ 他の分野にも拡大が期待さ
れる｡










６ 内閣府政策統括官 (共生社会政策担当) [１] を参照｡





７ 内閣府政策統括官 (共生社会政策担当) [１] を参照｡
①フレックスタイムが最も重要であると考えられているが､ ②家庭のためのサポートには､ 保育サ
ポート､ 介護サポート､ 養子縁組サポート､ 転勤サポートが含まれ､ ③健康のためのサポートには､
従業員援護プログラム､ ヘルス＆ウェルネス､ フレキシブル保険制度､ 休暇制度が含まれ､ ④その
他のサポートには教育サポートのほかにコンビニエンス・サービスが含まれる｡
８ 内閣府政策統括官 (共生社会政策担当) [１]､ 源河 [２] を参照｡
世界各地のについては日本協会発行の月刊誌 『世界の労働』 に関連記事が多い｡
９ ｢托卵｣ には､ 自分で全く子育てをしない ｢真性托卵｣ と自分でも子育てをし､ 托卵もする ｢条件
的托卵｣ がある｡
10 ディーセント・ワークについてはここでは詳細には触れないが､ それについての多数のの出版
物が入手可能である｡
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